
一般職給料 2,567,635円　消耗品費 46,311円

備　 考

項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

特定財源の名称・金額 基礎年金等事務及び福祉年金事務費交付金 2,613,946円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 3 民生費

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 一般財源(e)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓
2,300,000

  うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a) 2,761,051
  うち繰越分↓

2,613,946

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

2,300,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 2,761,051
  うち繰越分↓

2,613,946

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　国民年金法や国民年金市町村事務処理基準に則って、国民年金事業の一部を行っている。

（1）法定受託事務 … 被保険者からの各種届出等を受理・審査し、日本年金機構へ報告する。
・各種届出：資格取得・喪失、種別変更、死亡 など
・各種申出：任意加入・脱退、付加保険料納付・辞退 など
・各種申請：年金手帳の再交付、各種免除、老齢・障がい・遺族等年金裁定に係る請求 など

（2）協力・連携事務 … 国民年金制度に関する情報を町広報誌・ホームぺージで積極的に周知する、町の
保有する各情報 （未納対策のための所得情報や生活保護受給者に係る情報　等）を日本年金機構に提
供する、など、年金事業の運営を改善するための事務を行う。
　また、四国厚生支局に対して上記の事務に基づく交付金の請求を行っている。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　毎月、町広報誌に「こくねんニュース」を掲載し、町民の方に国民年金に関する情報提供を行っている。
　国保係との連携により、資格取得・種別変更や氏名・住所変更の届出漏れは減少している。
　保険料納付率は高水準を保っている。
　　　　　　【国民年金保険料納付率 など】 令和5年3月末現在
　　　　　　　　　納付率　　　　86.5％（82.9％）　　　　※（　）内は令和4年3月末の数値
　　　　　　　　　免除率　　　　55.1％（53.7％）
　　　　　　　口座振替率　　　52.7％（49.5％）

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

国民年金第1号被保険者・受給者及びその家族 対 象 者 同左

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

　町民の方の国民年金制度への理解を深めるとともに、国民年金加入と保険料納付に対する意識の向上
を図る。

事業継続年数 事業開始年度 昭和36年度

分野別施策 ６　社会保障の充実 所 属 長 濱口 富雄

主な施策 ４　国民年金制度の周知徹底 電話番号 82-6360

第２次
総合計画体系

政策目標 １　健やかに暮らせるまち 担当部署 住民課

根拠法令等 国民年金法　国民年金市町村事務処理基準 など

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 国民年金事務 整理番号 1305-006

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


